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代表者

千円 県出資額 千円 県出資比率

0985-38-9351 ホームページ https://www.m-tokusan.or.jp

設立年月日 平成10年4月1日 理事長　長濵　保廣 県所管部・課 オールみやざき営業課

令和4年度 公社等経営評価シート
（対象期間：令和3年4月1日～令和4年3月31日）

概

　

　

　

要

名　称 公益社団法人宮崎県物産貿易振興センター 所在地 宮崎市宮田町1番6号

電話番号

改

革

工

程

内容 令和2年度 令和3年度 令和4年度

①公社等のあり

方見直し

継続的な活動を可能と

する事業整理

（計画・実績）

県産品の国内外への販路拡

大や貿易振興を担う唯一の

公益団体として、継続的な

活動を可能とするために、

実施する事業の検討を行

い、円滑な団体運営に努め

た。一方、令和2年度は、

新型コロナウイルス感染症

の影響により、アンテナ

ショップの売上減や物産展

の中止等による「自主財源

収入」が減少となったが、

人件費削減など経営改善の

ための取組に努めた。

総出資額 0 0

設立目的
宮崎県産品の国内外への宣伝及び紹介、品質の向上、販路開拓及び需要拡大を図るとともに、貿易の振興と県内

産業の国際化に関する事業を行い、もって宮崎県の経済発展に寄与することを目的とする。

②

公

社

等

の

経

営

見

直

し

経営・事

業運営改

善

効果的・効率的な事業

運営

（計画・実績）

令和2年度センター運営方

針に基づき、効果的・効率

的な事業運営を行った。

（計画・実績）

令和3年度センター運営方針に基づ

き、効果的・効率的な事業運営を

行った。

（計画）

令和4年度センター運営

方針に基づき、効果

的・効率的な事業運営

を行う。

財務改善

自主財源の確保

委託事業の効率的な執

行

繰越金の効果的な活用

の検討・実施

特記事項 平成21年10月１日に、社団法人宮崎県産業貿易振興協会を吸収合併

（計画・実績）

令和2年度は、新型コロナ

ウイルス感染症の影響によ

り、アンテナショップの売

上減や物産展の中止等によ

る「自主財源収入」が減少

となったが、人件費削減な

ど経営改善のための取組や

受託事業の効率的な執行に

努めた結果、令和2年度末

現在、正味財産が約800万

円増の7,061万円となった。

（計画・実績）
令和3年度は、新型コロナウイルス
感染症の影響により、アンテナ
ショップの売上がコロナ禍以前に
戻ることは厳しい状態であり、物
産展の中止等もあり「自主財源収
入」が減少となった。また、消耗
品費や販売促進費の削減など経営
改善のための取組や受託事業の効
率的な執行に努めたが、令和3年度
末現在、正味財産が約1,000万円減
の6,028万円となった。

（計画）

コロナ禍からの社会経

済活動の回復に伴うア

ンテナショップの売上

増など、自主財源の確

保と受託事業の効率的

な執行を図る。

組織等適

正化

効率的・効果的な事業

執行体制の確保

（計画・実績）

効果的・効率的な事業執行

体制の見直しを行った。

（計画・実績）

効果的・効率的な事業執行体制の

見直しを行った。

（計画）
効果的・効率的な事業執
行体制の見直しを行う。

（計画・実績）
県産品の国内外への販路拡大や貿
易振興を担う唯一の公益団体とし
て、継続的な活動を可能とするた
めに、実施する事業の検討を行
い、円滑な団体運営に努めた。一
方、令和3年度は、令和2年度に引
き続き新型コロナウイルス感染症
の影響を受け、アンテナショップ
の売上がコロナ禍以前に戻ること
は厳しい状態であり、売上に伴う
販売手数料収入などの「自主財源
収入」が減少となったが、消耗品
費や販売促進費の削減など経営改
善のための経費節減の取組に努め
た。

（計画）
県産品の国内外への販
路拡大や貿易振興を担
う唯一の公益団体とし
て、継続的な活動を可
能とするために、実施
する事業の検討を行
い、円滑な団体運営に
努める。令和4年度は、
コロナの回復予算を有
効に活用し、引き続き
経営改善のための取組
に努める。

（計画）

委託事業について、よ

り効果的、効率的な事

業実施に向け、引き続

き内容・委託額の見直

しを行う。

④情報公開推進
ホームページでの情報

公開の充実

（計画・実績）

法人ホームページで、令和

元年度の財務状況等につい

て公開済み。

その他必要な情報公開の充

実に努めた。

（計画・実績）

法人ホームページで、令和2年度の

財務状況等について公開済み。

その他必要な情報公開の充実に努

めた。

（計画）

法人ホームページで、

令和3年度の財務状況等

について公開済み。

その他必要な情報公開

の充実に努める。

③

県

と

公

社

等

の

関

係

見

直

し

人的支援

見直し

事業規模に応じた派遣

職員の検討

（計画・実績）

4月1日現在、県職員派遣5

名、県退職者2名

今後とも、事業規模に応じ

た派遣職員の検討を行う。

（計画・実績）

4月1日現在、県職員派遣5名、県退

職者2名

今後とも、事業規模に応じた派遣

職員の検討を行う。

（計画）

4月1日現在、県職員派

遣5名、県退職者2名

今後とも、事業規模に

応じた派遣職員の検討

を行う。

財政支出

見直し
委託事業内容の見直し

（計画・実績）

委託事業について、より効

果的、効率的な事業実施に

向け、引き続き内容・委託

額の見直しを行った。

（計画・実績）

委託事業について、より効果的、

効率的な事業実施に向け、引き続

き内容・委託額の見直しを行っ

た。
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合計 県職員 県退職者 合計 県職員 県退職者 左記以外の者

18 0 1 19 0 1 18

1 0 1 1 0 1 0

17 0 0 18 0 0 18

11 5 1 11 5 1 5

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

124,957 221,103 156,150 0 0 0

0 1,000 2,000 0 0 0

740 700 660 38,486 26,417 26,238

令和3年度 令和4年度

決算額(千円) 予算額(千円)

① 56,697 56,694 委託料

② 44,976 57,708 委託料

③ 37,316 0 委託料

④ 9,350 9,350 委託料

⑤ 3,839 0 委託料

令和4年度 令和5年度

実績値 達成度(%) 目標値 目標値

① 422,438 84.5% 480,000 480,000

② 68 68.0% 100 100

③ 116 116.0% 100 100

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

289,649 365,627 284,809 123,482 148,821 150,295

314,796 356,845 295,126 104,537 130,813 115,199

-25,147 8,782 -10,316 18,945 18,008 35,097

0 0 0 61,631 78,207 90,019

0 0 0 43,391 60,561 55,284

0 0 0 18,240 17,646 34,735

-25,147 8,782 -10,316 61,852 70,613 60,276

21 21 21 0 0 0

-25,168 8,761 -10,337 0 0 0

87,020 61,852 70,613 0 0 0

61,852 70,613 60,276 61,852 70,613 60,276

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0

61,852 70,613 60,276

左記以外の者

役員数　 17

常　勤 0

県の損失補償契約等
に基づく債務残高

県交付金・負担金・
出資金

県職員人件費

（県支給分）

その他の県からの支援等

主

な

県

財

政

支

出

の

内

容

事業名 事業内容 種別

輸出・インバウンド振興業務

県

関

与

の

状

況

実

施

事

業

①アンテナショップ機能強化事業
②物産展開催事業
③商談会開催事業
④広報宣伝事業
⑤海外市場開拓事業
⑥研修・相談・セミナー開催事業
⑦調査・情報収集提供事業

非常勤 17

職員数 5

財

政

支

出

等

（千円） （千円）

県委託料 県借入金残高

県補助金

人

的

支

援

（人）

令和3年度 令和4年度

活

動

指

標

指標名 算式（単位）
令和3年度

目標値

アンテナショップの売上

香港に農産物等県産品の輸出支援の拠点となる事務所を設
置し、駐在員を配置。県内企業の物産振興や観光・インバ
ウンド振興等の誘致活動等、海外との経済交流を支援す
る。また、東アジア地域等への農水産物の輸出拡大をする
ための事業を実施

物産振興業務

みやざき物産館KONNE及び新宿みやざき館KONNEの運営業
務、新宿みやざき館KONNEを核とした販路拡大・魅力発信、
販路拡大にかかる基盤の維持・拡大、県産品需要回復促進
事業、県産品振興事業、みやざき観光情報お届け事業を実
施

県産品販売促進キャンペーン事業
コロナ禍において需要が高まっているインターネット
ショップを活用したキャンペーンの展開とアンテナショッ
プでのイベント、キャンペーンを連携させて実施

県産品発掘コーディネーター配置業

務

県産品発掘コーディネーターをみやざき物産館KONNEに配置
し、県産品の発掘やECサイト等への掲載等により販路開拓
支援、県内企業に対する消費者等のニーズに応じた商品開
発・販売までの一貫したサポート活動を実施

（千円） 500,000

県外開催商談会での成約
件数

（件） 100

県内輸出業者数 （社） 100

県産品販路開拓コーディネーター配

置業務
県産品販路開拓コーディネーターを新宿みやざき館KONNEに
配置し、首都圏における県産品の販路開拓支援を実施。

指標の設定に関する
留意事項

アンテナショップ売上の目標値は、「令和4年度事業計画･予算」で設定した売上予算に変更

財

務

状

況

　　　　　　　正味財産増減計算書　　　　　　（千円） 　　　　　　　　  　　貸借対照表　　　  　　　（千円）

　　経常収益 資産

　　経常費用

　当期経常外増減額 　固定負債

税引前当期一般正味財産増減額 正味財産

　　法人税・住民税及び事業税 　指定正味財産

　流動資産

　当期経常増減額 　固定資産

　　経常外収益 負債

　　経常外費用 　流動負債

　当期指定正味財産増減額 （うち基本財産への充当額）

指定正味財産期首残高 （うち特定資産への充当額）

指定正味財産期末残高

　当期一般正味財産増減額 （うち基本財産への充当額）

一般正味財産期首残高 （うち特定資産への充当額）

一般正味財産期末残高 　一般正味財産

正味財産期末残高

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計の金額と一致しない場合があります。
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令和4年度 令和5年度

実績値※ 達成度(%) 目標値 目標値

44.5 106.7% 48.5 48.5

※ 令和3年度 実績値の算式

1.8 100.0% 1.6 1.6

※ 令和3年度 実績値の算式

49.4 96.0% 46.7 46.7

※ 令和3年度 実績値の算式

改革工程 活動内容 財務内容 組織運営 改革工程 活動内容 財務内容 組織運営

Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

財

務

指

標

指標名 算式（単位）
令和3年度

目標値

①
自主財源比率

③
人件費比率 総人件費／総支出額×100（％） 47.5

145,854千円／295,126千円×100（％）

指標の設定に関する
留意事項

令和4年度目標値は、「令和4年度事業計画･予算」で設定した予算に変更

自主財源／総収入額×100（％） 41.7

126,660千円／284,809千円×100（％）

②
管理費比率 管理費／総支出額×100（％） 1.8

5,297千円／295,126千円×100（％）

公社等改革
推進委員会
三次評価

　活動内容については、新型コロナウイルス感染
症の感染拡大の影響により目標を下回る指標があ
るものの、インターネットショップを活用した
キャンペーンや県産品の国内外での販路開拓に積
極的に取り組んでおり、一定の評価ができる。
　財務内容については、近年赤字が続いたことに
より正味財産が大きく減少し、非常に厳しい状態
となっていることから、引き続き経営改善に向け
た取組を一層強化する必要がある。
　今後とも、消費者や県内企業等のニーズに的確
に対応した取組を効果的・効率的に実施していく
とともに、収支改善を図り、財務基盤を強化して
いくことが求められる。

直近の県監査

の状況

総

合

評

価

公社等

自己評価

令和3年度も令和2年2月下旬から続く新型コロナ

ウイルス感染症の拡大の影響を大きく受けた1年

となった。アンテナショップの売上は、前年実績

を上回ることはできたが、コロナ以前に戻る売上

は確保できなかった。また、県外での物産展や県

産品を広くＰＲするための事業に積極的に取り組

んだが、新型コロナウイルス感染症拡大による中

止や規模縮小などの影響があった。さらに、香港

事務所の運営を受託し、海外への販路拡大事業の

展開についても積極的に実施したが、新型コロナ

の影響により中止や規模縮小が相次いだ。

　一方、センターの財務状況については、人件費

の削減等経費節減に努めたが、正味財産は再び減

少に転じる結果となった。令和4年度は引き続き

経営改善のための取組を着実に実施するととも

に、長期化している新型コロナ禍からの売上げ回

復や経費の見直し等により、収支均衡に努める。

県所管部課

二次評価

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響が大きく
様々な制約が多かった中、海外事務所やコーディ
ネーター等を活用し、県産品の国内外への販路拡
大や貿易振興について、公益団体として取り組ん
でおり、一定の成果が認められる。
　しかし、アンテナショップの運営については、
緊急事態宣言に伴うアンテナショップの臨時休業
や時短営業が大きく影響し、売上目標を達成でき
なかったものの、補正事業によるデジタルクーポ
ン等の効果もあり、コロナ禍における県産品PR・
販路拡大に貢献した。
　センターの収支は近年赤字が続き、正味財産は
減少傾向にある。今後もコロナ禍での経営は厳し
いものがあるため、さらなる経営改善が必要であ
り、デジタル化をはじめとする新しい販路開拓
や、組織運営の改善などに取り組むことなどによ
り、持続可能な運営に向けた取組を進める必要が
ある。

評価 (Ａ.良好､Ｂ
ほぼ良好､Ｃやや課題

あり、Ｄ課題多い)

評価 (Ａ.良好､Ｂ
ほぼ良好､Ｃやや課題

あり、Ｄ課題多い)

目　標

達成度

0% 50% 100% 150%

活動指標①

活動指標②

活動指標③

財務指標①

財務指標②

財務指標③


